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表 2.1 観測している VHF帯放送波の一覧表 



































平野原 (埼玉県) NHK FM 埼玉 (1)　(85.1MHz)
NACK5 (1)　(77.5MHz)
NHK FM 埼玉 (2)　(83.5MHz)
飯盛峠 (埼玉県) NACK5 (2)　(79.5MHz)
長野 FM　(79.7MHz)
NHK FM 長野　(84.0MHz)


































































































図 2.3 観測システムにおける観測波形 
観測データ：82.5MHz_NHK_FM_Tokyo 
観測期間：2017/04/23 00:00 ～ 2017/04/24 12:00 

















































 (n = 1,2,・・・,総データ数) 
𝐴n：規格化後の n番目の観測データ , 𝑎n：規格化前の n番目の観測データ[dBm] 
𝜇：5分刻みにおける観測データの平均値 , σ：5分刻みにおける観測データの標準偏差 
 





















































手順(2). 面積値を算出する範囲(積分区間)を 1データずらし、手順(1)同様台形公式により 
      その範囲内の面積値を算出(図 3.3(b)参照)。 
      ※規格化値“0”を基準に面積値を正と負に区別し、算出を行う※1 
手順(3). 手順(2)を解析データの終端まで繰り返し行う。 
手順(4). 手順(3)までで算出した面積値が予め定めた閾値※1を超えた場合、その面積値を 



















(b) 積分法 2(積分区間：30分) 







図 3.4 異常値導出方法 
 
手順(5). 複数の“異常値”が存在する場合、その間隔がいずれも 5分以内であれば、それら全て 
      を“連続な異常”とみなす。また、伝搬異常を判定する為のパラメータとして伝搬異常継続
時間を導入し、“連続な異常”の時間長が伝搬異常継続時間を超えるものを“伝搬異常”と














































































図 3.7 閾値選定方法 
 
図 3.7 より、解析対象日前 x日間(x:任意)の平均面積値から算出した閾値 a と閾値 b(任
意)の和を最終的な閾値とし、年及び月毎の影響を考慮した上で異常値の抽出を行う。 














 通常、大気屈折率 nの値は 1.003程度で、その変化は10−5から10−6のオーダであり非常に小
さい。そこで、大気屈折率の変化を表すために屈折指数 N[NU]が用いられる(式(4.1))。 









 (※T：気温[K] , P：気圧[hPa] , Pw：水蒸気圧[hPa]) 
 さらに中緯度地域では平均的な屈折指数Nを地上高の関数として式(4.3)で与えられる。 













𝑀 ≡ (𝑚 − 1) ∗ 106 = 𝑁 +
ℎ
𝑎














































 （1）. 移流現象 
    海岸線周辺において昼間の低温多湿の海風が高温低湿の陸上大気層下部へ流入する現
象。或いは、夜間の高温低湿の陸風が低温多湿の海上大気層上部へ流入する現象。 
（2）. 夜間冷却 
    夜間の晴天時に生じる大地の放射冷却により、地表面付近に温度の逆転層が生じる現象。 
（3）. 沈降現象 









































図 4.3 M曲線 
 





・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 





(北緯 36度 03分 27.3秒 , 東経 140度 07分 32.3秒) 
●ダクトパラメータ 
・逆転層中心高度 hc[m] ： 0[m]≦hc≦1000[m] 
・ダクト発生規模 s ： s≧10[m・MU] 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値 ： 6200 (警報分率 ： 約 40%) 
・閾値選定日数 ： 20[days] 















図 4.4 ダクトと伝搬異常の関連性 1 
 















図 4.5 ダクトと伝搬異常の関連性 2 
 














①. ∆𝑀 = 0.099ℎc − 7.894   ℎc ≤ 350[m]           𝑅
2 = 0.978 
②. ∆𝑀 = 0.096ℎc − 22.567  350[m] < ℎc ≤ 650[m]  𝑅
2 = 0.990 
③. ∆𝑀 = 0.117ℎc − 67.207  ℎc > 650[m]           𝑅













・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 





(北緯 36度 09分 01秒 , 東経 139度 22分 50秒) 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値 ： 2600(50%), 3100(40%), 3900(30%) 
5000(20%), 6900(10%), 9200(5%) 
  ※()内の数値は警報分率 
・閾値選定日数 ： 20[days] 






















図 4.6 伝搬路と熊谷気象台の位置関係 
 
表 4.1 風速値に対する異常値の総数および累積割合 














データ数 累積割合 データ数 累積割合 データ数 累積割合 データ数 累積割合
1.0 495817 0.108 14126 0.137 28828 0.137 57617 0.139
2.0 1524221 0.439 43470 0.559 84835 0.540 162873 0.530
3.0 1142846 0.688 27066 0.822 55894 0.805 110579 0.796
4.0 654561 0.830 12638 0.944 25864 0.928 50103 0.917
5.0 353808 0.907 3520 0.979 8771 0.970 20661 0.966
6.0 201859 0.951 1410 0.992 4236 0.990 8732 0.987
7.0 117628 0.977 540 0.997 1267 0.996 3203 0.995
8.0 59332 0.990 62 0.998 525 0.998 1327 0.998
9.0 31150 0.997 199 1.000 285 1.000 556 1.000
10 10636 0.999 0 1.000 0 1.000 23 1.000
10 - 5319 1.000 0 1.000 37 1.000 98 1.000
風速値[m/s]
警報分率
1.0 0.05 0.10 0.20
18 
 




























図 4.7 風速値に対する異常値累積割合 
 







データ数 累積割合 データ数 累積割合 データ数 累積割合
1.0 85295 0.135 117421 0.134 141241 0.130
2.0 243634 0.519 333232 0.515 408266 0.506
3.0 163793 0.778 222600 0.769 279544 0.763
4.0 80508 0.905 112751 0.898 141667 0.893
5.0 34064 0.959 49396 0.954 62514 0.951
6.0 15063 0.983 22270 0.980 29427 0.978
7.0 6381 0.993 9752 0.991 13175 0.990
8.0 2802 0.997 3831 0.995 5292 0.995
9.0 1190 0.999 2609 0.998 3664 0.998
10 271 1.000 748 0.999 1030 0.999

















































































(Prediction rate)と適中率(Hit rate)及びそれらの相乗平均(Geometric mean of 
Prediction rate and Hit rate)、警報期間(Alarm period)、警報分率(Alarm rate)、確率










































































れた時間長である。例として𝑡per = 1[days]とした場合、解析対象とする地震発生時刻の 1日
前から地震発生時刻までの間に発生した伝搬異常が地震と関連したとみなす。本稿では短期
地震予測を目的としている為、𝑡per = 1[days]から𝑡per = 2[days]及び𝑡per = −1[days]から


















図 6.3 Molchan’s Error Diagram 
 
Molchan’s Error Diagramは図 6.3のように「警報分率(Alarm rate)τに対する予知率
(Prediction rate)ν」として表される。一般的に予知率は警報分率と共に増加し、ランダムな予
測に対しては図 6.3の対角線で図示される。さらに、ランダムな予測による予知率と伝搬異常
に基づく予知率の比を確率利得 Gp(Gain of probability)と定義する。ここで各評価値に基
づいたMolchan’s Error Diagramにおける各線の導出方法について記述する。 























 また 95%信頼区間を導出する方法について述べる。解析期間中に地震が Neq 回発生し
たと仮定すると、警報時間中に発生する地震数は二項分布に従う。ゆえに解析期間中に地震
が Neq 回発生した場合の警報分率を τ とすると、警報時間中に n 回地震が発生する確率は





































・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 




・送信点 ： 東京スカイツリー(北緯 35度 42分 36秒 , 東経 139度 48分 38秒) 
・受信点 ： 群馬大学桐生キャンパス(北緯 36度 25分 26秒 , 東経 139度 20分 57秒) 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値選定日数 ： 20[days] 
・伝搬異常継続時間 ： 60[min] 
●地震パラメータ： 
・マグニチュード ： 𝑀 ≥ 4.5 
・電波伝搬路から震央までの距離 ： 𝐿 ≤ 75[km] 




行った。また関連付け期間長𝑡per = −2から𝑡per = 2とした時の各評価値に基づいて導出した






























(b) 𝑡per = −1,−2における解析結果 





図 7.1 より関連付け期間長𝑡perが𝑡per < 0のとき、その解析結果はランダムな予測に等しい。一
方、𝑡per ≥ 0のとき、95%信頼区間を超える予測が存在する為、見通し内 VHF帯放送波において
地震発生の数日前に伝搬異常が生じやすいと考えられる。 
また図 7.1(a)より破線円内の予測が 95%信頼区間から最も離れており、伝搬異常と地震の関連
性が極めて高いと考えられる。そこで、𝑡per = 1及び𝑡per = 2において 95%信頼区間から最も離れ
た条件(伝搬異常と地震との関連性を最も強く示す条件)に対する解析結果を表 7.1に示す。 
 








































































表 7.1 より、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 75[km]の地震のうち約 44%を
𝑡per = 1[days]の警報期間中に当てることが可能であり、これはランダムに予測した場合と比較し










・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 




・送信点 ： 東京スカイツリー(北緯 35度 42分 36秒 , 東経 139度 48分 38秒) 
・受信点 ： 群馬大学桐生キャンパス(北緯 36度 25分 26秒 , 東経 139度 20分 57秒) 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値選定日数 ： 20[days] 
・データ欠落時間 ： 3.0[hour] 
・伝搬異常継続時間 ： 60[min] 
●地震パラメータ： 
・マグニチュード𝑀 ： 𝑀 ≥ 4.5 
・電波伝搬路から震央までの距離𝐿 ： 𝐿 ≤ 75[km] 
・震源までの深さ𝐷 ： 𝐷 ≤ 75[km] 
●ダクトパラメータ 
・逆転層中心高度 hc[m] ： 0[m]≦hc≦1000[m] 
・ダクト発生規模 s ： s≧700[m・MU] 
・近似直線 ： ∆𝑀 ± 2.0[MU] 
●強風パラメータ： 




とで、伝搬異常と地震の関連性解析を行った。また関連付け期間長𝑡per = −1から𝑡per = 2とした

















































(c) 𝑡per = −1における解析結果 
図 7.2 気象現象の”考慮あり”によるMolchan’s Error Diagram 
 





関連性が極めて高いと考えられる。そこで、𝑡per = 1及び𝑡per = 2において 95%信頼区間から最も
離れた条件(伝搬異常と地震との関連性を最も強く示す条件)に対する解析結果を表 7.2に示す。 
表 7.2 より、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 75[km]の地震のうち約 38%を
𝑡per = 1[days]の警報期間中に当てることが可能であり、これはランダムに予測した場合と比較し
































































































































図 7.3 伝搬異常と地震の関連性解析結果(気象現象による影響考慮の有無による比較) 
33 
 












































































































































図 7.4 気象現象の考慮有無における解析地震の震央分布 
 






















・2012/04/24 ～ 2017/04/23 (1825[days]) 
・(実質：2012/05/14 ～ 2017/04/23 (1805[days])) 




・送信点 ： 東京スカイツリー(北緯 35度 42分 36秒 , 東経 139度 48分 38秒) 
・受信点 ： 群馬大学桐生キャンパス(北緯 36度 25分 26秒 , 東経 139度 20分 57秒) 
●伝搬異常パラメータ： 
・積分区間 ： 2.5[hour] 
・閾値選定日数 ： 20[days] 
・閾値(気象現象の考慮なし) ： 11900 (警報分率 ： 約 10%) 
・閾値(気象現象の考慮あり) ： 11900 (警報分率 ： 約 12%) 
・データ欠落時間 ： 3.0[hour] 
・伝搬異常継続時間 ： 60[min] 
●地震パラメータ： 
・マグニチュード𝑀 ： 𝑀 ≥ 4.5 
・電波伝搬路から震央までの距離𝐿 ： 𝐿 ≤ 75[km] 
・震源までの深さ𝐷 ： 𝐷 ≤ 75[km] 
●ダクトパラメータ 
・逆転層中心高度 hc[m] ： 0[m]≦hc≦1000[m] 
・ダクト発生規模 s ： s≧700[m・MU] 
・近似直線 ： ∆𝑀 ± 2.0[MU] 
●強風パラメータ： 



































(c) 2016/01/01から 2017/12/31の解析結果 
図 7.5 伝搬異常と地震の時系列結果 



































































図 8.1 伝搬路と送受信点の位置関係 
 












三山 (千葉県) NHK FM 千葉　(80.7MHz)
平野原 (埼玉県) NHK FM 埼玉 (1)　(85.1MHz)









表 8.2 地震予知システムによる解析結果 















































確率利得G p 1.13 1.63






























































































































































確率利得G p 3.20 1.82






















































































































































































































リーを送信点とする Jwave(81.3MHz)及びNHK FM Tokyo(82.5MHz)における伝搬異常と地
震の関連性が高いと言える。具体的には、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.0、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤




















確率利得G p 1.18 1.46






























考慮し、伝搬異常判定を行った。その結果、Molchan’s Error Diagramにおいて 95%信頼区間
を超える予測が存在した(7章 1節参照)。ゆえに、その条件での予測は伝搬異常と地震の関連性
が極めて高いと考えられる。また表 7.1 より、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤
75[km]の地震のうち約 44%を𝑡per = 1[days]の警報期間中に当てることが可能であり、これはラン
ダムに予測した場合と比較して 1.8倍程度よい結果であることが分かった。さらに気象現象の影響
考慮を導入した解析結果(7章 2節参照)では、上記の結果と比較してより低い警報分率で 95%信
頼区間を超える条件が多く存在した。また表 7.2 より、解析期間中に発生した𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤









はあるが、東京スカイツリーを送信点とする Jwave(81.3MHz)及び NHK FM Tokyo(82.5MHz)
における伝搬異常と地震の関連性が高いことが確認できた。具体的には、解析期間中に発生した
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7 章で記載した伝搬異常と地震の関連性解析における地震パラメータは、𝑀 ≥ 4.5、𝐿 ≤
75[km]、𝐷 ≤ 75[km]としていた。ここでは、地震の規模が大きいほど伝搬異常が発生しやすいの
ではないかという仮定のもと、地震パラメータを𝑀 ≥ 5.0、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 75[km]とし伝搬異常
と地震の関連性解析を行いその結果を表 9.1 及び図 9.2 で示す(ただし、気象現象の影響考慮を
行うことで解析対象とする地震が極端に減少してしまう為、今回は気象現象の影響考慮なしでの解
析結果のみを記載)。 







































































































(b) Molchan’s Error Diagram (𝑀 ≥ 5.0、𝐿 ≤ 75[km]、𝐷 ≤ 75[km]) 
図 9.2 Molchan’s Error Diagram (気象現象考慮なし) 
 
 
 
